
別記様式第３号
　年　月　日

独立行政法人農畜産業振興機構理事長　殿
住所
事業実施主体名
代表者氏名　　　　　　　　　　　 　　　
　年度契約野菜収入確保モデル事業実績報告書（兼精算払請求書）
　　　年　月　日付け　農畜機第　　号で交付金交付決定通知のあった契約野菜収入確保モデル事業について、下記のとおり実施したので、野菜価格安定対策事業の推進について（令和５年４月25日付け４農産第4453号-１農林水産省農産局長通知）別記５の別添の契約野菜収入確保モデル事業第10の１並びに契約野菜収入確保モデル事業補助実施要領（平成23年4月1日付け22農畜機第5298号）第８の１及び２に基づき、実績を報告します。

　（なお、併せて精算額　　　円を交付されたく、請求します。）

記

１　事業の目的

　　特定の対象品目の供給に係る契約の締結後の当該取引について及ぼす影響を緩和することにより、加工・業務用野菜の契約取引の推進を図り、実需者等への国産野菜の周年供給に資する。
２　事業の内容

（１）事業のタイプ

（２）対象品目

（３）実施内容

別添のとおり

（出荷調整タイプは別添１、数量確保タイプは別添２をそれぞれ添付すること。なお、精算払請求額が０円の場合は、４の記載及び５の添付は不要とする。）

３　事業開始及び完了年月日

　　年　　月　　日　～　　　　年　　月　　
４　振込口座

（1） 金融機関名

（2） 支店名

（3） 口座種別

（4） 口座番号

（5） EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(フリ),口座)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ガナ),名義)
５　添付書類

局長通知第８の１の（２）の認定を受けた日から局長通知別表１から別表３までの申込区分（以下「申込区分」という。）に係る局長通知第10の１の提出の日までの積立金の積立てを把握できるものの写し
積立金による収入の減少（又は要した費用の一部）の補填の確認書（(別記様式第３号の別紙)なお、他の添付書類により積立金による収入の減少等が確認できる場合は、添付不要とする。）
環境配慮のチェック・要件化（みどりチェック）チェックシート（局長通知第４の１に定める事業実施主体は、野菜価格安定対策事業の推進について別添様式第３‐２号、局長通知第４の２又は３に定める事業実施主体は、野菜価格安定対策事業の推進について別添様式第３‐１号、局長通知第４の４に定める事業実施主体は、野菜価格安定対策事業の推進について別添様式第３‐３号を添付すること。ただし、局長通知第４の２又は３に定める事業実施主体である場合は、出荷委託者（農業協同組合等）が提出したものを取りまとめて報告すること。）
　　※郵送で申請する場合は、欄外に責任者及び担当者の氏名及び連絡先を記載すること。
別記様式第３号の別紙

独立行政法人農畜産業振興機構理事長　殿
積立金による収入の減少（又は要した費用の一部）の補填の確認書
（出荷調整タイプの場合に記載）
　別添の預金口座の残高（　年　月　日　　　　円）のうち　　　円は、対象品目の供給に係る契約の締結後、当該契約を履行するために旬別の契約数量又は契約数量のうち旬別の出荷計画数量を上回る数量の対象野菜の生産を行った場合であって、旬別の出荷計画数量を超過した数量の対象野菜の土壌還元等（土壌還元、家畜の飼料として提供すること等をいう。）による出荷調整を行った場合において、収入の減少を補填するものである。
（数量確保タイプの場合に記載）
　別添の預金口座の残高（　年　月　日　　　　円）のうち　　　円は、対象品目の供給に係る契約の締結後に、特定の生産者から仕入れる予定であった野菜について、当該生産者等から仕入れる数量が減少し、当該契約と同一の野菜を確保する必要があったため、当該同一の野菜を卸売市場等から購入して確保することに要した費用の一部を補うものである。
　　　年　　月　　日
氏名（法人等の場合は、法人等名、代表者の氏名及び肩書き）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2

